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再犯防止推進計画について
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地方再犯防止推進計画の概要

再犯の防止等の推進に関する法律（再犯防止推進法）（平成２８年１２月施行）
・国民の理解と協力を得つつ、犯罪をした者等の円滑な社会復帰を促進すること等による再犯の防止等が犯
罪対策において重要であることに鑑み（中略）、国民が犯罪による被害を受けることを防止し、安全で安心
して暮らせる社会の実現に寄与することを目的（第１条）
・都道府県及び市町村は、地方再犯防止推進計画を策定する努力義務（第８条第１項）

国の動向

検挙者に占める
再犯者の割合

48.7％

国・地方公共団体・
民間が一丸となった
取組が重要

超党派の国
会議員による
法案の検討

平成28年12月、
再犯防止推進法が
全会一致で成立

平成29年12月、
国の再犯防止推進計画を閣議決定

国の再犯防止推進計画

７
つ
の
重
点
分
野

① 就労・住居の確保
② 保健医療・福祉サービスの利用の促進
③ 学校等と連携した修学支援
④ 特性に応じた効果的な指導
⑤ 民間協力者の活動促進、広報・啓発活動の推進
⑥ 地方公共団体との連携強化
⑦ 関係機関の人的・物的体制の整備

（計画期間平成30年度から令和4年度末までの５年間）

５
つ
の
基
本
方
針

政府目標（令和3年ま
でに２年以内再入率
を16％以下にする等）
を確実に達成し、
国民が安全で安心し
て暮らせる「世界一安
全な日本」の実現へ

※２年以内再入率：
出所等した年を含む２年間における
刑務所等に再入所する者の割合
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地方再犯防止推進計画

 各種施策の総合的な推進
就労、住居、保健医療、福祉等の各般の行政領域にまたがる施策について、整合性をもって
総合的に推進

 実施施策の明確化
各施策についての 具体的な実施内容等を明確にし、進捗状況の管理を行うとともに、地域

施策に関する取組内容等を示す。
 計画策定を通じた合意形成

これまで明確に再犯防止と関連付けられてこなかった分野への再犯防止の視点の反映や庁内
での再犯防止施策への理解・合意、さらに地域の関係者全体での合意形成への寄与

計画策定の意義・目的

 更生保護ボランティアの活動に対する支援
取り組むべき課題

 修学支援の実施

 広報・啓発活動の推進

 就労の確保に向けた支援

 住居の確保に向けた支援

 保健医療・福祉サービスの利用の促進

保護司等の更生保護ボランティアの活動の維持・促進のための支援

犯罪予防活動の広報や更生保護ボランティアの活動に関する情報発信など

協力雇用主への支援など

高齢者、障害のある者、薬物依存の問題を抱えた者、生活に困窮した者等の必要な保健医
療・福祉サービスの速やかな提供

円滑な住居の確保への支援

非行による学校教育の中断に対する支援
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出典：法務省
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